










































た。実際、インドでは第 1回のセンサス以降 0の付く年ではなく 1の付い
た年に行ってきた。そして実査日を 1941年以降は 3月 1日を基準日として
いる（2）。定義から調査時期が消された大きな理由は人口センサスが本来静
　1）嵯峨座晴夫「人口センサス論序説」『社会学年誌』（早稲田大学）第 18号 ,1977年 3月。
94頁。































　3）Ashish Bose:Tabulation Plan, 1991 Census Results and Methodology, pp. 103-115







（表― 1）。1871-72年第 1回センサスから 1951年第 9回センサスまではマイ







年次 冊子数 明大所蔵 国立国会図書館 アジア経済研究所
第 1回 1872 56 MF275
第 2回 1881 68 MF360 〇
第 3回 1891 179 MF722 〇
第 4回 1901 129 MF751 〇 〇
第 5回 1911 117 MF394 〇 〇
第 6回 1921 186 MF413 〇 〇
第 7回 1931 171 MF588 〇 〇
第 8回 1941 151 MF183 〇
第 9回 1951 495 MF764 〇 〇
第 10回 1961 1,133 MR10 〇 〇














　表― 1に見られるように本学は第 1回センサスから第 11回センサスまで
の殆どすべてを所蔵することになった。参考のために国立国会図書館とア
ジア経済研究所図書館の所蔵状況を調べて見た（6）。それによると国会図書


















　7）D. Natarajan:Indian Census Through a Hundred Years, Office of the Registrar General, Ministry 
of Home Affairs, Centenary Monograph No. 2, 1972, p. 75
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スが全国で一斉に行われるようになったのは 1881年の第 2回センサスから
だった。実査が行われたのは第 1回センサスでは 2月 21日だが、その後の

























　8）HMSO:Memorandum on the Census of British India,1871-72, Census of India 1871, 1875, p. A8















管区、地区名 帝国統治 藩王統治 計 計
アジメール 2,661 - 2,661 2,711 A
ベラール 17,334 - 17,334 17,711 A
コールグ 2,000 - 2,000 1,583 A
マイソール 27,077 - 27,077 24,723 A
アッサム 53,856 - 53,856 46,341 A
オウド 23,992 - 23,992 *1869 *1       - A
英領ビルマ 88,556 - 88,556 87,220 A
中央インド - 81,140 81,140 75,079 B
ハイデラバード - 78,003 78,003 *1867 81,807 B
マニプール - 7,584 7,584 ― *2       - B
ラジプターナ - 118,947 118,947 129,750 B
バローダ - - - 8,570 B
トラヴァンコーレ - - - 6,730 B
コーチン - - - 1,361 B
ベンガル 157,598 39,321 196,919 193,198 C
北西管区 81,403 5,445 86,848 *1853,1865 111,236 C
マドラス 138,318 9,810 148,128 *1851-52 141,001 C
ボンベイ 124,462 63,253 187,715 197,875 C
パンジャーブ 101,829 114,358 216,187 *1855,1868 142,449 C
中央管区 84,963 28,834 113,797 *1866 113,279 C
計 904,049 546,695 1,450,744 1,382,624
注：＊ 1は北西管区に含まれる。＊ 2は 1881年の調査なし
　　　統治区分の A, B, Cは本文参照。
出所：Census of India, 1871, Memorandum on the Census of British India of 1871-72, p. 15


































































































年齢区分は基本的には 10歳刻みであるが 10歳代、20歳代に関しては 5歳
刻みとなっている。これはこの世代が学齢期、就業期、世帯形成期に当た
り流動性の高い時期であること、人口実態をより正確に把握する必要があっ
たためである。9歳以下についても 5歳刻みで集計していれば、乳幼児の
高い死亡率の把握や幼児教育に関する問題把握に役立ったと思われる。
　第 2回センサスから母語の調査が行われるようになったことから言語別
人口分布表が作成された。人口の市民的状況とは単身者か既婚者か寡婦か
といった区分である。人口学的属性についてかなりのスペースを割いてい
るのが虚弱者についての結果表である。虚弱者として盲人、聾唖者、ライ
病患者、精神異常者等が把握された。
2．社会的指標
　人口の社会的属性として取り上げられたのがカーストや部族、社会階層
に関する結果表である。インドのカーストはブラーミン、クシャトリア、ヴァ
イシャ、スードラといった四姓にもとづくものであるが、一般的にはジャー
ティと呼ばれる職業に基づく区分である。センサスではブラフマン、ラジ
プト、その他のヒンドウカーストと非ヒンドウカーストおよび部族の五つ
に区分し、ヒンドウカーストに関してはさらに 47種類のサブカーストに、
部族については 10のサブ部族に区別していた。
　社会的属性として注目されるのは宗教である。この時期インドではイス
ラム教徒とヒンドウ教徒が平和裏に共存していた。ヒンドウ教徒の方が多
かったが地域によっては差異が見られた。センサスでは二つの宗教以外に
キリスト教、ユダヤ教、シーク教、仏教、土着宗教なども取り上げられた。
キリスト教に関してはさらに英国国教会派、ローマンカソリック派、長老
教会派、バプテスト派などが、イスラム教に関してはスンニ派、シーヤ派
といったサブ宗派まで調査された。
　さらに社会的属性として注目されたのが英国によって導入された徴税の
担い手・ザミンダーリの消長だった。センサスに表れたザミンダーリの顕
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著な衰退は英国の直接支配の先行きに影を落とすものだったからである。
3．地理的指標
　第 2回センサスから導入された出生地を問う調査項目の結果が出生地別
人口分布表である。一般に人口移動には婚姻に伴う移動、進学による移動、
職業移動の 3つである。こうした移動は社会の進歩発展に応じてより広域
的なものとなっていく。言語に関する調査についてはインド帝国内の言語
と帝国外の言語、非アジア言語の三つに分けて集計しているが、インド帝
国内の言語については 26種類を数えた。そのなかでもっとも多かったのが
ヒンドウ語で次にゴーディ語、マラティー語、マンダ語などとなっていた。
マラティー語はインド中西部を中心に話されていた言語で、この時期の中
央管区は現在のマハラシュトラ州とほぼ重なっていたからである。インド
帝国外の言語としてはアラビヤ語、ウルドウ語など 7種類だった。非アジ
ア言語としては支配階層の言語である英語、フランス語など 10ヶ国語が調
べられていた。
　なお地域によって人口の定住状況も異なっていた。農村部に比べて都市
部は就業の機会も多く所得水準が高かったと考えられる。インドのセンサ
スは第 2回目から集計方法を都市部、農村部に分けて集計・公表しており、
都市問題や農業・農村問題を考察するうえで重要なデータとなっている。
4．経済的指標
　経済的属性を示す一般的な指標は職業に関する調査であろう。センサス
の結果表では知識集約的な職業から知識分散的な単純肉体労働へと 5段階
に分け集計を行っている。具体的には①政府職員、②ホテル等の経営者、
③商業階層、④農業階層、⑤産業階層等の区分である。そのうちの産業階
層について見ると大工が最も多く、次に器具・機械の製作、本屋の店員、
楽器製造などで近代的産業労働者が形成される以前の職人的階層が大数を
占めていた。
　注目されるのは多くの職業の中で農業を別扱いでより詳しく纏めている
ことである。この時期のインドの大部分の人々は農業に従事していたが、
類型としては土地所有者、耕作者、農業労働者であった。この 3つの階層
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区分は英国でエンクロジャー以降顕著となった近代的な諸階層、土地所有
者、農業資本家、農業労働者とはかなり性格が異なるものだった。
おわりに
　本学がインド人口センサス・マイクロ版を入手する契機となったのは特
別資料購入費の申請からだった。申請者は古賀正則、堀中浩教授それに筆
者だった。お二人はすでに退職されているため筆者の研究分野に偏った報
告となってしまったことをお詫びしなければならない。また筆者と農学部
の北出俊昭教授は 1989年に短期大学の川上やまと教授、インドのD.P.アプ
テ教授らとともに社会科学研究所の総合研究「農民の共同組織に関する総
合研究」を行った。その後 1999年にも農学部の岡田正雄、北出俊昭、大内
雅利教授、池上彰英助教授らとともに総合研究「アジア農村発展の課題に
関する研究」を行った。その過程でインドの人口センサスや農業関係の統
計書、文献等をかなり収集したので『インド農村開発関係文献目録』（11）と
して社会科学研究所から刊行した。併せて通覧していただけると幸いであ
る。
　11）明治大学社会科学研究所総合研究・アジア農村発展の課題班『インド農村開発関係文
献目録』2003年 1月。
